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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用では、補助費等の割合が高く、主な支出として保険給付費が占めており、他に国民健康保険事業費納
付金等がある。その他行政費用は一般会計繰出金である。
○行政収入では、新型コロナの影響による保険料減免措置に伴う減収補填として、国庫支出金（災害等臨時特例
補助金）が増の一方、保険給付費の減に伴い、都支出金（保険給付費等交付金）が減となっている。その他行政
収入は一般会計繰入金、繰越金等である。

資産の部合計 ▲ 345,206 ▲ 196,319 148,887 負債及び正味財産の部合計 ▲ 345,206 ▲ 196,319 148,887

建設仮勘定 0 0 0 正味財産 ▲ 533,777 ▲ 393,932 139,845
その他の固定資産 0 0 0 ▲ 533,777 ▲ 393,932 139,845

9,042

建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0 0
工作物等 0 0 0 退職給与引当金 131,654 127,643 ▲ 4,011

0

その他の流動負債 0 0

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 188,571 197,613

53,880 11,725

0

特別収支差額(f)-(g)=(h) ▲ 7,065 ▲ 7,712 ▲ 647 当期収支差額(e)+(h) ▲ 401,993 ▲ 158,193 243,800

建物 0 0 0 固定負債 131,654 127,643 ▲ 4,011

その他の流動資産 ▲ 1,420,928 ▲ 1,211,878 209,050 特別区債 0 0 0
1,328

土地 0 0 0
貸
借
対
照
表

勘定科目 元年度 2年度 差額 勘定科目 元年度 2年度 差額
流

動

資

産

収入未済 1,376,630 1,283,459 ▲ 93,171 流動負債 56,917

固
定
資
産

有形固定資産 0 0 0 賞与引当金 14,762 16,090

69,970 13,053
不納欠損引当金 ▲ 300,908 ▲ 267,900 33,008 還付未済金 42,155

▲ 421

賞与・退職給与引当金繰入額 19,026 52,624 33,598 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 394,931 ▲ 150,482 244,449
その他行政費用 120,117 35,868 ▲ 84,249 金融収支差額(d) 3 1 ▲ 2

特別費用(g) 7,486 7,712 226 特別収入(f) 421 0

0 0

分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 26,033,380 25,550,809 ▲ 482,571 使用料及び手数料 0 0 0

行政費用合計(b) 27,370,080 26,827,934 ▲ 542,146 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 394,928 ▲ 150,481 244,447

47,464 309,993 262,529
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指標の推移

指標の推移

見込み及び目標値は第三期実施計画の目
標値

後発薬剤総量÷(後発薬剤のある先発薬
剤の数量＋後発薬剤の数量)

指標に関する質問文

内線 2370

関連部課名 健康部健康推進課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅰ 生涯健康都市

01

施策名
健康を支える保険・医療体制の
適正な運営

生涯健康で生き生きと生活できるまちの実現

お住まいの地域に、安心してかかることができる医療機関（病院や薬局など）が
充実していると感じますか？※令和2年度はGAHアンケートを実施していないた
め、「－」を入力。

　区民が安心して医療を受けられるよう、保険・医療制度の的確な運営に努めるとともに、糖尿
病をはじめ生活習慣病の予防や重症化の遅延など、医療費の適正化を推進する。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
30年度 元年度 2年度

医療の充実度 3.40 3.44 -

44.7 41.4 51.0

ジェネリック医薬品普及率
（％）※2年度は9月診療分

70.3 73.2 74.1 74.1

指標に関する説明
30年度 元年度 2年度

3年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名

80.0

60.0
特定健康診査受診率（％）
※2年度は速報値

44.7

(想定薬剤費－実費薬剤費)×12月

国民健康保険被保険者一人当り
医療費（円）

324,438 332,403 331,370 329,404 - 総費用額÷平均被保険者数

75,459,003 120,273,394 172,798,087 172,798,087
ジェネリック差額通知・削減効
果額（円）

180,902,345

元年度 2年度勘定科目

612,659

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 366,687 365,412 ▲ 1,275

行
政
収
入

地方税等 7,622,459 7,284,994 ▲ 337,465

物件費

0 その他 4,687,566 4,734,034 46,468
不納欠損・貸倒引当金繰入額 218,211 225,166 6,955 行政収入合計(a) 26,975,149 26,677,452 ▲ 297,697

扶助費 0 0 0

国庫支出金
維持補修費 0 0 0 都支出金

598,055 ▲ 14,604
14,617,660 14,348,431 ▲ 269,229

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 元年度 2年度 差額



No2

○生活習慣病は、生活習慣の改善により予防や重症化の防止が可能な疾病だが、発症初期には自
覚症状がないため、早期発見や迅速な医療機関受診に結び付かないケースがある。
○加入者の健康状態や健康問題に対する関心度等に応じた効果的なアプローチを行うことで、特
定健診や健康づくり活動への参加を更に促進する必要がある。
○自己負担額の軽減や医療保険財政の改善のため、ジェネリック医薬品や適正受診等、医療に関
連する知識を分かりやすく加入者に提供していく必要がある。

○レセプトや特定健診結果等の医療健康情報を分析し、特定健診の受診や医療機関受診・保健指
導等が必要な加入者を抽出の上、加入者の特性に応じた効果的な受診勧奨等を展開し、生活習慣
病の予防・早期発見・重症化の防止を図る。
○加入者に対して、健康づくり活動などへの参加インセンティブを提供する取組の導入やアプ
ローチ方法の工夫などにより、健康問題に無関心な層の健康づくりへの関心を惹起するよう努め
る。
○ジェネリック医薬品に関する情報等、加入者に役立つ知識や加入者が知っておくべき知識を
様々な機会を捉えて普及啓発する。
○健康寿命の延伸と医療費の適正化を目指す「日本健康会議」（※1）の一員として、データヘ
ルスを更に推進するとともに、取組を全国に発信する。
（※1）日本健康会議…少子高齢化が急速に進展する日本において、国民一人一人の健康寿命延
伸と適正な医療について、民間組織が連携し行政の全面的な支援のもと実効的な活動を行うため
に組織された活動体。

施策の分類
分類についての説明・意見等

3年度 4年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○国民健康保険及び後期高齢者医療保険における加入者１人あたり医療費は、加入者の高齢化や
医療の高度化により、増加傾向にある。
○特に、国民健康保険加入者の5人に1人が生活習慣病に罹患し、生活習慣病に関係する疾病が医
療費の約2割を占める等、生活習慣病には多額の医療費がかかっている。こうした現状から、生
活習慣病の早期発見や予防のため、特定健診や特定保健指導等を実施してるが、健康問題に無関
心な層の存在等により、受診率は緩やかな増加にとどまっている。
○国民健康保険及び後期高齢者医療保険加入者共に、ジェネリック医薬品の認知度は高く、普及
率は上昇傾向にあるものの、薬を変更することへの不安感等により変更を躊躇する者も存在す
る。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

　区民の健康の保持・増進の基盤である保険・医療制度を安定的に
運営していくための取り組みを積極的に展開していく。

重点的に推進 重点的に推進



126,253 109,740 34,559 20,809 推進 推進

　資格賦課事務は国保すべて
の基礎となる業務であり、厳
格かつ適正な執行が求められ
る事業であるため、推進す
る。

142 158 0 0
改善・
見直し

休止・
完了

　医療保険のオンライン資格
確認等システムの医療機関へ
の普及状況を踏まえて事業の
廃止を検討する。

11,537 9,569 6,567 7,153 継続 継続
　被保険者へ適正な保険給付
を行っていくため、継続して
実施する。

21,960 22,227 18,054 17,176 継続 継続
　被保険者の健康の保持増進
のために必要な事業であるた
め、継続して実施する。

1,062 1,579 707 1,183 推進 推進
　被保険者の健康増進事業で
あるため、推進する。

228,875 223,429 226,389 220,665
重点的
に推進

重点的
に推進

　健康部との連携を強化し、
荒川区特定健康診査等実施計
画（第3期）に掲げた目標に
向け取組むため、重点的に推
進する。

1,856 2,327 790 748 推進 推進
　広報内容を充実し、効果的
な周知等に重要な事業である
ため、推進する。

3,766 4,673 3,056 3,883 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

7,680,474 7,678,461 7,472,257 7,455,769 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

分類についての説明・意見等

4年度3年度

施策推進のた
めの分類

2年度元年度

決算額（千円）

2年度元年度

行政費用（千円）

推進
　法定事務であり、引き続き
幅広い意見を聴く必要がある
ため、推進する。

推進1451682,9092,654

08-06-09

特定健診・特定保健指導
事業

08-06-07

高額療養費・出産費支払
費用貸付事業費

給付事務費 08-06-10

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

国民健康保険運営協議会
事務

08-06-01

賦課事務費 08-06-08

脳ドック受診助成事業 08-06-06

保健事業費 08-06-05

趣旨普及費 08-06-02

08-06-04

国民健康保険団体連合会
負担金支出事務

08-06-03

国民健康保険事業特別会
計の拠出金及び納付金、
その他諸支出金



推進 推進
　後期高齢者医療保険の財政
運営に係る重要な事業である
ため、推進する。

10,577 12,164 2,047 2,133
重点的
に推進

重点的
に推進

　後期高齢者医療保険の財政
運営に係る重要な事業である
ため、重点的に推進する。

継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

20,154 22,138 18,378 18,979 継続 継続
　都単独補助事業であるた
め、継続して実施する。

70,361 79,499 25,911 33,810 継続 継続
　法定事務であるため、継続
して実施する。

217,597 177,254 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

1,782,795 1,784,787 1,768,661 1,770,570 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

86,193 74,564 84,417 72,985 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

収納管理費（後期高齢
者）

08-06-22

収納率向上対策事業費
（後期高齢者）

08-06-23

15,262 15,717 7,584 7,819

葬祭費 08-06-19 22,001 20,479 20,580 18,900

08-06-17

08-06-11

一般被保険者療養給付費 08-06-12

29,893 36,862 24,210 24,789

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のた

めの分類
分類についての説明・意見等

元年度 2年度 元年度 2年度 3年度 4年度

　法定事業であるため、継続
して実施する。

224,700 181,993

医療費適正化対策事業

一般被保険者療養費 08-06-14

高額療養費

重点的
に推進

重点的
に推進

　医療費の適正化が保険者に
強く求められているため、重
点的に推進する。

12,211,326 11,668,227 12,193,799 11,650,161 継続 継続

結核・精神医療給付金 08-06-20

後期高齢者医療制度に係
る事務事業

08-06-21

出産育児一時金 08-06-18



26,269,93826,843,16326,827,93127,370,085

推進 推進
　被保険者の健康増進事業で
あるため、推進する。

推進 推進

　後期高齢者の歯科健診は、
口腔機能を保ち、健康寿命の
延伸を図るために重要な事業
であるため、推進する。

0 1,095 1,095 継続 継続
　国の緊急的・特例的な措置
として財政支援を受けて実施
しているものである。

重点的
に推進

重点的
に推進

　国民健康保険の財政運営に
係る重要な事業であるため、
重点的に推進する。

61,654 70,835 18,259 21,620 継続 継続
　法定受託事務であるため、
継続して実施する。

重点的
に推進

重点的
に推進

　早期に疾病を発見するため
に重要な事業であるため、重
点的に推進する。

94,979 97,865 93,558 93,567 継続 継続
　東京都広域連合の給付事業
に区が上乗せして支給してお
り、継続して実施する。

39,933 41,099 23,762 20,958 推進 推進
　国民健康保険の財政運営に
係る重要な事業であるため、
推進する。

4,291,736 4,327,236 4,289,180 4,328,850 継続 継続
　法定事業であるため、継続
して実施する。

分類についての説明・意見等

元年度 2年度 元年度 2年度 3年度 4年度

傷病手当金 08-06-32

脳ドック受診助成事業
（後期高齢者）

08-06-30

歯科健康診査事業費 08-06-31 355 4,207 0 653

154 261 153 261

基礎年金事務費 08-06-29

葬祭事業費（後期高齢
者）

08-06-26

収納管理費 08-06-27

124,257 129,737 88,054 94,699

広域連合分賦金等事業費 08-06-24

健康診査事業費（後期高
齢者）

08-06-25 205,176 204,094 204,466 203,304

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のた

めの分類

収納率向上対策事業 08-06-28

合　計


